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シニア・エイジのレクリェーション行政とその展開
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1.序

わが国が高齢化社会へと進行するなかで，経済や医

療，福祉，住宅などの分野にわたって対応のせまられ

る問題は多い。乙うしたなかで，高齢者をめぐる生き

がいや健康の問題もますますその重みを増してくるで

あろう。高齢者のレクリェーションは，生きがいや健

康の問題と深くかかわるものであり，高齢化社会に向

けて考えなければならない今日的課題の lつといえよ

う。すなわち，シニア・エイジのレクリェーションを

どのように考え，どのように対応していけばよいのか

について今回は，レクリェーション行政に焦点を当て

て乙の問題にアプローチする乙とにした。

最初に，テー?に関する言葉の概念を整理してお乙

つ。

一般的には.25才までを自立するまでの準備期(第

1期).55才ないし60才までを所得を稼ぐ時期(第 2

期).そして，引退後の余生を送る時期(第3期)として

いるが，最近は45才で第一の人生を終え.46才-65

までを第二の人生として，より一層自分に適した職業

を選び，さらに第三の人生として65才以上のGolden

Ageを送るといったLifeCyc1eが画かれるようになっ

fこo

特に，平均寿命が80才近くまで延長し，発達の概念、

が死に至るまで使用される。うになった今日，高年層

とか熟年とかいう用語も使用されているが，私(浅田)

は.Middle Ageを40才代とすれば，それ以後 65才

まではSeniorAgeと称し，全く職業から解放された

70才代80才代はGoldenAgeとして区別した方が

ょいと何年か前から(シニアエイジの保養所動の解析，

年金保養協会. 1976年2月一一編者)考え，今回も乙の
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ような意味でシニアエイジという用語を用いた。

次i乙，レクリェーション行政という乙とであるが，

乙れは，レクリェーション対策を具体的に実現する過

程であるから，その対策が国民のレクリェーション要

求にふさわしいものであるかどうかということが重要

になる。いうまでもなく，レクリェーション政策は，

種々の政策主体によって支持されたレクリェーション

理念のうち，それらの主体の必要性から選択され支持

されたものであり，具体性のあるレクリェーションの

目的・内容・方法を含んだ理念の総体でもある。

現在，レクリェーション行政は，ナショナルレベル

陪は，文部省・厚生省・農林水産省・労働省(表 6参

照)などをはじめ多くの行政府や日本レクリェーショ

|ン協会をはじめ乙れに準ずる諸機関・団体でも行われ

rいる。思うに，レクリ 4 ーション行政は，立法・行
政・財政(立法・行政意志の質量の反映としてのい指導

医での措置について明らかにしていく必要があるが，

ここでは時間の関係上，それぞれのスピーカーは，上

述の諸点を考慮しながら，以下の順序・内容にしたが

って話題を提供する乙とにしたい。

まず，浅田は，乙のテーマをとりあげた理由，シニ

アエイジのレクリェーション行政の捕え方(図l参照)

などについて述べ，次に，秋吉は，シニアエイジのレ

クリューション要求と乙れをとりまく諸条件を歴史的

経緯を踏まえながら明らかにし，諌山は，現時点にお

ける地域の実態を，最後の吉田は，乙れからのシニア

エイジのレクリェーション行政を正当性のあるものに

するために比較考察する。なお，司会の金崎は，今後

のナショナルレベルでのシニアエイジのレクリェーシ

ョン政策・行政課題について，フロアとの討論を可能

な限り具体化の方向に導き，あわせて全体のまとめを
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行う。

以下の内容は，スピーカーの提案内容とそれを巡る，

フロアからの質疑・応答の内容を一括集約したもので

ある。

2. アプローチのための枠組

図1は，シニア・エイジのレクリェーション行政を

考察するために提示したモデルで、ある。レクリヱーショ

ン生活充実のための背景として，生きがいの問題が中

心になる。生きがいとは，自己実現の欲求を満たすと

乙ろに生ずる複合的感情，主体的能動的感情といってよ

い。それは，やり抜いたという満足感が社会の期待と一致

した時に感じられるようなものである。 図 1の上半分は

健康群，下半分は不健康群である。生きがいに関与する要

因としては，①心身の能力の向上，②就労，制士会自年参加の

向上，④家族内地位の向上がある。①と②は健康，②

と③は所得の増大，③と④は連帯感，①と④は独立性

ということにかかわる。乙れら 4つの側面が生きがい

を支える乙とになる。逆lζ，生きがいは不健康であっ

たり家族への依存度が高かったりすると生じがたい。

不健康群は健康群とは逆の場合であり不健康や所得の

減少，社会的参加の低下，依存性が生まれ，生きがい

喪失の状態となる。従って，乙れらの側面を健康群に

みられるような方向に転換させていく乙とが重要で、あ

る。健康群は，レクリェーション生活の充実吋白]けて，

ζれら基本的条件をより整備していく乙とである。そ

こにはまた，国家レベルでの社会保障や固または地方

公共団体による積極的なレクリェーション対策が必要

となる。これから迎える高齢化社会における社会保障

の主要な政策課題は，例えば雇用保障政策の質的転換.

安定した年金づくり，医療政策と社会福祉サービスの

充実，ゆとりある住宅，快適な環境づくり，増大する

自由時間の活用と生涯教育体系の確立などが考えられ

る。また，レクリェーション対策としては生きがいと

レクリェーション事業，学習活動や社会的参加の促進，

レクリェーション関連施設の整備，生きがいと創造的

事業の実施，住宅環境の整備，生活環境の整備と税制

措置などがあげられる。なお，乙れらのレクリェーショ

ンに関した施策は後ほど詳しくふれる乙とにする。

& 高齢化社会の到来

高齢者の人口構造とその変動率を眺めてみると，大

正9年(1920年)のわが国の総人口5596万人に対して，

65歳以上の高齢者人口は294万人であり，その比率は
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5.3'%であった(図2)。その後，総人口の増加に伴い

高齢者人口も増加したがその比率は昭和30年までは 5

%台を保っていたのと乙ろが，昭和40年代になると総

人口も 1億近くになり高齢者人口も600万人を突破し，

総人口に占める割合も 6%を越えた。昭和50年代にな

って，高齢者人口が急激に増加しその比率も 7%を越

え，いわゆる高齢化社会へ突入したわけである。そし

て，昭和55年(1980年)には9%1<:達した。この傾向

はその後も続くとみられ，厚生省人口問題研究所の推

計では昭和75年(2000年)14.3%.昭和95年(2020

年)1乙は 18.8%1<:達するとされている。人工学では，高

齢者が相対的に増加する乙とを人口高齢化と呼んでい

るが，人口高齢化の過程にある社会を高齢化社会，そ

してそれが行きついた社会を高齢社会と呼んでよかろ

う。わが国の場合，昭和95年(2020年)乙ろをピーク

に人口高齢化は止まり，高齢者の増加はほぼ横ばいに

なると予想されるのでそれ以降は高齢社会となる。

人口高齢化の過程を欧米諸国と比較してみると，日

本はその進行速度が著しく速い乙とがわかる(図 3)。

つまり，欧米諸国が高齢化社会に向けて比較的ゆっく

りと対策を講じてきたのに対して，わが国の場合はそ

れを急いでなしとげなければならないという乙とであ

る。人口高齢化の原因としては，人間の平均寿命の延

びと出生率の低下をあげる乙とができる。乙乙で平均

寿命の推移をみると，明治から昭和10年代までは男女

とも40歳台であった。しかし，昭和30年代になると

(1，ωo人)
30.制抑

25. 

20.001出
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(資料)1975年までは総理府統計局「国勢調査J1980年以
降は厚生省人口問題研究所推計。

図2. 老年人口(65歳以上)数およびその比率の推移
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図 3. 主要国の老年人口の総人口IL占める割合の推移

男子63.6歳，女子67.7歳と大幅に延びた。

その後も平均寿命は延び続け，昭和56年lζは男子73.8

歳，女子79.1歳となった。男子は現在世界第 1位，女

子は第2位を占めるに至った。まさに，人生50年から

人生80年の時代へ移行したわけである。老後の生活が

が長くなり，ライフサイクルは明らかに変ったといえ

る。ところが，高齢者は新しいライフサイクルに適応

できず，むしろとまといを感じているように思われる。

個人的には.高齢化iζ伴う心身の何らかの変化が労働

能力や生活能力に影響を与え，種々の私的・公的援助

を求めざるを得なくなる。高齢化社会の抱える問題は

高齢化した人口構造を背景に生ずるものであり，それ

は単l乙高齢者あるいはシニア・エイジだけの問題でな

く，他の世代も含めた国民的課題といえる。

4 高齢者の生活の意識

ここでは，高齢者の生活と意識をいくつかの観点か

ら明らかにする。特iζ，歴史的立場からその動向につ

いて言及する。

(1)就労状況

就労問題は，高齢者にとって生活上の重要課題であ

る。その対策は，老後の生きがい対策の一環として必

要な事業である。さて.65歳以上の高齢者について，

就業者数をみると昭和35年で男子144万人，女子80万

人であった。 40年は男子152万人，女子76万人，全体

の就業率は36.6労である。男子150万人台，女子70万

人台は.40年後半まで続いた。昭和50年には，男子166

万人，女子76万人.55年は男子180万人，女子94万

人と男女とも増加した。しかしながら就業率では印年

27.3%. 55年25.9%とむしろ低下している。乙れは，

就業者数の延びに比べて高齢者総数の増加が大きいた

めである。次i乙，就業状況を産業別iとみてみよう。昭

表1. 高齢者無料職業紹介所の紹介状況

戸ζコ悶45年 48年 50年

主主J求人数 19422人 44811 34587 

新規求職 19342 34615 54832 55198 51395 

求職率 99.6勉 77.3 158.5 159.0 114.8 

紹 介 15045人 27378 31579 31284 32401 

就 職 6811 13950 16622 16312 17739 

就職率 35.2軍 40.3 30.3 29.6 34.5 

厚生省社会局調査

和35年で第一次産業従事者は127万人，第二次産業

20万人，第三次産業45万人であったが.55年iζは第

一次産業は99万人，第二次産業53万人，第三次産業

134万人となった。第一次産業従事者の明らかな減少

と第二次，第三次産業従事者の大幅な増加傾向がみら

れる。特に第三次産業従事者は，この20年間に 6.7倍

も多くなっている。すなわち，高齢者の場合も産業別

でみていくと，わが国の産業構造の変化をそのまま反

映している乙とがわかる。

さて，次iζ高齢者の就労対策の 1つである無料職業

紹介所による紹介状況をみると(表1).昭和40年代ま

では求職数より求人数が上回っているが.50年代に入

ると乙れが逆転している。紹介があっても，実際に就

職できるのはだいたい3分の 1である。つまり，高齢

者の就労は希望があってもその要求の半分も満たされ

ていない状況である。ところで，高齢者が就労を希望

する理由は. ["働く乙とが健康によいため」が男女とも

断然多い。ついで「生活費のたしにするJ.r子供に負担を

かけないため」の順である。すなわち，自分の健康と経

済的理由が中心となっている。

( 2 )経済生活

国民生活実態調査(昭和52年)によると，高齢者の収

入源は.["夫婦の就労によるものJが55-64歳の年齢

層は85.5%. 65 -74歳26.0%. 75歳以よ5.2%.

「公的年金」が 55-64歳8.3%.65-74歳52.1%. 

75歳以上65%.["貯蓄」が55-64歳2.1%.65-74 

歳8.4%. 75歳以上8.4%.["子供の援助」が55-64

歳1.3%. 65 -74歳7.8%. 75歳 14.6%で、あった。

比較的若いシニア層では「夫婦の就労によるもの」が圧

倒的に多いが. 65歳以上の高齢者になると「湖守年金j

が半数以上と多くを占めるようになる。そして.["子供

の援助」は75歳以上は少しみられるが，それ以下の年

齢層は極めて少ない。

一方，現在の生活の困窮度をみると.r困っていないJ
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表2. 老人クラブ数の推移(60才以上)

¥¥¥¥  昭和 35年 40年 45年 50年 55年

60才以上人口 853万 952 1.114 1，313 1，484 

クラフ数 9，755 55，998 83，112 105，741 119，196 

メ~込Z 員 数 790，826人 3，502，274 4，895，339 6，314，618 7，456，475 

クラブ加入率 9.3労 36.8 43.9 48.1 50.2 

厚生省社会局調査

表3. j;蹴社会・団体への参加状況(複数回答)

¥¥  自治会・町 婦人会内会など

65 -69才 39. 7 。
男
70 -74才 3 O. 4 。
65 -69才 1 8.5 9. 9 

女
70 -74才 1 3.4 5.4 

という者が最も多く全体で 59.1%，次に「あまり困っ

ていないJ26.0 %， r少し困っているJ10.2%， r困っ
ているJ3.5%となっている。生活は，困っていないと

いう者が85.1%と大部分を占めている。つまり，自分

たちの就労による稼きJや年金によって生活費を得てお

り，一応の経済生活の基盤はできているものとみられ

る。乙の点Lは，アメリカ，イギリス，フランスなどの

固と比べても日本はめぐまれているジ

(3 )社会的参加

高齢化社会の進行に伴い，一人暮らし老人や高齢者

夫婦のみの世帯が増えてきた。そのため，高齢者の社

会的参加の向上は高齢者相互の連帯感を深める一方，

生きがいづくりとしても重要である。まず社会的参加

の場として最大の組織といわれる老人クラブについて

その推移を表2によってみてみよう。昭和35年ではク

ラブ数9.755，会員数約79万人，クラブ加入率9.3%

であったが， 40年以降は大幅な増加を示している。乙

れは，老人クラブへの国庫補助が昭和 38年lこ開始され，

その組織化が全国的に進んだ結果とみてよい。そして，

55年にはクラブ数 119.196，会員数746万人，クラブ

加入率は 50.2%1こ達した。すなわち，全国高齢者の半

数が老人クラブに加入している乙とになり，乙れは 1

つの世代としては町内会や自治会に次ぐ加入率といえ

ょう。

次iζ，地域社会・団体への参加状況をみると，男女

とも老人クラブの活動が多い(表 3)。ついで自治会・

スポーツク 社会奉仕 あまり参加
老人クラブ ラブ，趣味

の会など 団体 しない

34.3 8.1 9. 1 37.6 

51.4 7.8 8.8 31.8 

4 1. 3 6.9 8.3 39.5 

54.2 5.6 3.1 36.3 

内閣総理大臣官房老人対策室「中高年者の地位と
役割に関する調査」昭和 51年

町内会なと‘への参加が，男子30%強，女子20%弱と

続いている。スポーツクラブや趣味の会などへの参加

は，男女とも 10%以下と少ない。一方，乙のような社

会的参加への態度をみると， rすすんで参加Jは65-69
歳男子48.9%，女子40.9%， 70 -74歳男子44.8弘

女子32.0%， r時と場合によって参加」は 65-69歳
男子33.4%，女子 3b.0%， 70 -74歳男子 17.59払

女子22.7%，70-74歳男子27.0%，女子37.6%で

あった。全体として，参加態度はかなり積極的である。

なお， r参加しない」という者は，高年齢の 70歳以上
にかなりみられる。 ZIJの資料3)でアメリカ，イギリス，

フランスと比較してみると，わが国の高齢者の場合は

老人クラブなどの活動が目立つ程度で，社交的つどい

や趣味のつどい，スポーツ活動への参加率は低い。従

って，先にみた参加態度と実際の参加との聞にはかな

りのへだたりがあるものと推察される。

(4)健康状態

高齢者にとって身身の健康を保持していく乙とは，

最大の問題である。高齢者65-74歳の受療率(対人

口 10万人)は，昭和 30年で 3，250人， 40年8，310

人， 50年 32，365人， 54年 33，155人となってい

る。乙の 20数年間に，実に 10倍以上i乙達した。高齢

者人口の増加率と比較すると，乙の受療率の上昇は異

常と思えるくらいである。高齢者の受療率の上昇は，

国民医療費の負担増となっている。表4は，高齢者医

療と国民医療費の推移をみたものである。国民医療費
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表4. 高齢者医療費と国民医療費の推移

¥¥¥¥  昭和48年 5 0年 52年 5 4年

高 齢 者 4.289 億 8.666 12.872 18.503 

国 民 3.496 64.779 85.686 109.282 

国民医療費lζ対する 10.~ 13.4 15.0 16.9 高齢者医療費の割合

厚生省社会局調査

に対する高齢者医療費の割合をみると，昭和4昨では

10.8 %であったが徐々に増大していき 54年には16.9

%となっている。高齢者医療費の増大は，社会福祉対

策を推進する上で重要な問題となっている。

さて，高齢者の病気の有無と治療状況を厚生省社会

局が昭和52年l乙行なった老人健康調査の結果からみて

みると，本人の意識として「病気あり」凪答している者

は65-69歳54.7%. 7 0 79歳69.8%. 80歳以

上66.2%であった。また.r現在治療中」というのは，

65 -69歳51.4 % • 70 -79歳64.0弘 80歳以上

61. 5 %となっている。病気ありという意識と実際iζ治

療を受けているという間には若干のずれはあるものの，

高齢者の健康状態はあまりよくない乙とが理解される。

(5 )余暇活動の状況

高齢者の一日の生活時閣をみると(表 5).r睡眠jは
60代で男女とも約8時間 30分. 70代は9時間 30分

となっている。高年齢層ほど長い。「仕事」は.60代男

子で4時間36分. 60代女子と 70代男子は約 2時間

30分である。食事や身のまわりの用事は，年代差と男

女差はみられない。一方.rテレビ・新聞Jや「休養・く
つろぎJなどの休養的余暇活動は. 60代の男女で4時

間30分. 70代で5時間30分であり，やはり高年齢層

ほど長くなっている。またJ趣味・娯楽J.rスポーツ'J.
「勉強・研究」などの余暇活動は. 60代. 70代も合計

しでも 1時間少々といったところであり，極めて少な

い。レジャーを十分楽しむという傾向ではない。

次1<::.趣味・娯楽をだれと行なうかについて調べる

と.r 1人で」が60代58.2%. 70代63.3%と断然多
い。以下. r家族Jが60代. 70代とも 23.5%. r.友人・
知人Jが印代 10.6%. 70代7.5%. r地域の人」は60
代 70代とも 3%台である。また，趣味・娯楽の場

所は.r自宅」が60代74.6%. 70代82.8%と最も多
い。その他はいずれも少なく，公営と民営の施設を合

わせても 10%1ζ満たない。乙の結果から，高齢者は1

人で自宅中心i乙余暇を過ごしていることがわかる。レ

クリェーションとしては消極的といえる。

(6)幸福感・生活欲求

高齢者は生活するる上でどのような欲求をもってい

るのであろうか。老後の生活と意識に関する調査(昭

和49年)によれば.r病気や心配事のないよう』ζ」と「家
族がなどやかJの2項目が上位を占めている。その他「旅

行や趣味J.r生活を便利で豊かにJ.r何でも話し合え
る友人・知人が欲しい」などもかなりあげられているが，

先の 2項目には及ばない。つまり，健康となごやかな

家族を最も求めている。また.60歳以上を対象にした

老人の国際比較調査4)(昭和57年)の結果から幸福感に

ついてみると，日本は「幸せであるJ48.9%. rやや幸
せであるJ19.6 9払「ほかの人と同じくらし、であるJ22.0 

%. rあまり幸せでないJ5.69ぢ.r幸せでないJ1.3 % 
となっている。すなわち，全体の68.5%が幸福感を

表5. 1日の行動の種類別平均時間

¥ ¥¥  睡 H& 身のまわり 食 事 家事・育児 仕 事 勉強・研究
の用事

65 -69歳 8.47 0.5 6 1.44 0.1 5 4.36 0.09 
男
70以上 9.3 1 0.57 1.47 0.14 2.37 0.07 

65 -69歳 8.36 1.05 1.45 2.58 2.17 0.02 
女

70以上 9.33 1.05 1. 4 5 1.54 1. 1 0 0.02 

|¥ 趣味・娯楽 スポーツ 交 際 奉仕的活動 テレビ・新聞
休養

受診・療養
くつろさ

0.39 0.09 0.23 0.09 3.12 1. 25 0.32 
男

0.42 0.07 0.2 3 0.07 3.34 2.09 0.50 

0.25 0.03 0.29 0.04 3.08 1.29 0.27 
女

0.23 0.03 0.26 0.03 3.1 7 2.27 0.51 

(社会生活基本調査昭和51年)
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表6. 国の老後生活充実に関する施策

Nn 施 策 名 年度

l 老人福祉センター 昭37年

2 老人クラブ 38年

3 老人憩の家 40年

4 老人休養ホーム 40年

5 高齢者無料職業紹介所 43年

6 高齢者スポーツ教室 47年

7 農家高齢者生活開発パイロット事業 47年
-50 

8 高齢者教室 48年

9 農家高齢者創作活動施設設置事業 49 
-50年

10 厚生年金総合老人ホーム 49年

11 老人のための明るいまち推進事業 50年

12 農山漁村婦人高齢者活動促進事業
50年
-54 

13 高齢者生産活動センター建設モデル事業 51年
-54 

14 高齢者人材活用 53年

15 高齢者能力活用推進協議会 53年

16 生きがいと創造の事業 54年

17 大規模年金保養基地 54年

18 農村高齢者活動促進特別事業 55年

19 高齢者等肉用牛飼育事業 55年

20 農林漁家高齢者活動推進事業 55年

21 シルバー人材センター 55年

判高齢者スポーツ活離脱市町村設置事業 57年

~31 高齢者生産活 57年

もっており，アメリカ，イギリス，フランスなどの固

に比べると非常に高い割合である。幸福感は個人差が

あり変動しやすいものではあるが，乙れらの資料から

わが国の高齢者は病気や経済生活など‘への不安はあっ

ても，それなりの幸福感をもっているといえよう。

一方，現在の壮年層(45-54歳)が老後に求める生

きがいについてみると，第1位は「趣味・余暇を楽し

むJ.第2位は「家族とのだんらんJ，第3位は「友人・

隣人とのつきあい」となっている。将来におけるレクリェ

ーション施策の重要性がうかがえる。

所 管 設置主体 備 考

厚生省
地方公共団体 1314ケ所
社会福祉法人 (昭56年)

" 老人クラブ連合会 会ク員ラブ数数75120万万(昭年56) 

" 地方公共団体
3008ケ(所昭

56年)

" " 
マ4庁所( 
昭 56年)

" " 
148ケ所(昭

55年)

文部省 " 

農林水産省 " 全国 188ケ所

文部省 " 
4071教(室昭.19日ケ
所 55年)

農林水産省 " 
86ケ所( 
昭54年)

厚生省 財団法人

" 地方公共団体
4 7市
(昭56年)

農林水産省 " 
全県

" " 
27ケ所

文部省 " 
事業数1(9昭5 

55年)

厚生省
78ケ所

" 昭57年)

" " 
143ケ所(昭

56年)

地方公共団体 12ケ所(決昭定5 
" 年金福祉事業団 7年)

農林水産省 地方公共団体
20県
(昭 57年)

" " 
導入頭数(昭50507頭年)

" " 
4 2 6 地(昭区

57年)

労働省 公益法人 I157団体(昭 57年)

文部省 地方公共団体

農林水産省 " 

難年度は国庫補助が開始された年。

5. レクリエーション行政

現在，わが国の老人問題に対する施策は15省庁にわ

たって進められている。高齢者のレクリェーションに

関しては，老人福祉対策との関連が深い。そのなかで

も，生きがい対策あるいは生活充実に関する施策が重

要視される。表6は老後生活充実のための国の施策を

国庫補助が開始された年度ごとにまとめたものである九

厚生省を中心に，文部省，農林水産省によって，高齢

者の社会的参加，生きがい，農山漁村高齢者の活動促
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表 7. 老人福祉単独事業の状況(指定都市，東京23区)

大
分 事 業 名
類

01食事サービス

02入浴サ ビス(ねたきり)
日 03 " (ねたきり以外)

常
04日常生活用具・杖等の給付貸与

05家庭奉仕員等関係

生 06訪問・相談

活
07福祉電話

08緊急速絡器具

援 09寝具の乾燥・クリーニyグ

護
10理容サービス

11その他

E 12医療費の公費負担

13訪問看護サービス
健 14機能回復訓練
康 15健康診査・健康相談
管
16ノ、リ・ 7 ッサージ

理
17その他

E 18就労

19農園

老 20社会奉仕活動

後
21スポーツ

22教養・趣味

生 23作品展・文化祭・芸能大会等

活
24老人クラブ助成

25保養
の 26ひとり暮らし老人激励会等

充 27老人福祉大会

28敬老会

29その他

30老人ホーム設備・運営

31老人福祉センター整備・運営

32老人憩の家等の整備・運営

33その他

V 
34住宅

35敬老金品支給
そ 36要援護老人慰問(見舞品)

37老人ホーム入所者慰問(見舞品)

38乗車券・パス運行

39交通安全対策

40手帳・読本等支給

41その他

進，高齢者の学習活動，利用施設などにわたって種々

の施策が推進されている。老人クラブの育成や高齢者

スポーツ教室，高齢者教室， .高齢者スポーッ活動推

進指定市町村設置事業，利用施設としての老人福祉セ

ンター，老人憩の家，老人休養ホームなどは高齢者の

レクリェーション行政の中心的施策といえよう。高齢

者の場合，生きがいとの関係でいえば就労，生産活動

なども関連があるので，レクリェーションのみならず

それらを含めた総合的な施策が必要となろう o また，

事業数 構成比 普及率 事大構成分比類業

6 l.l 18.8 

11 1.9 34.4 

27 4.8 84.4 

34 6.0 106.3 

0.2 3.1 

20 3.5 62.5 33.3 

18 3.2 56.3 (189) 

24 4.2 75.0 

25 4.4 78.1 

16 2.8 50.0 

7 1.2 21. 9 

7 1.2 21.9 

4 0.7 12.5 

9 1.6 28.1 7.1 

7 1.2 21.9 (40) 

9 1.6 28.1 

4 0.7 12.5 

20 3.5 62.5 

11 1.9 34.4 

3 0.5 9.4 

11 1.9 34.4 

35 6.2 109.4 

14 2.5 43.8 26.1 

16 2.8 50.0 (148) 

2 0.4 

7 1.2 21.9 

5 0.9 15.6 

18 3.2 56.3 

6 1.1 18.8 

12 2.1 37.5 

7 1.2 21.9 7.8 

24 4.2 75.0 (40) 

0.2 3.1 

11 1.9 34.4 

54 9.5 168.8 

33 5.8 103.1 

8 1.4 25.0 25.8 

15 2.7 46.9 (46) 

3 9.4 

12 2.1 37.5 

10 1.8 31.3 

567 

表7は，老人福祉単独事業の状況を全国指定都市及び

東京23区についてみたものである。レクリェーション

行政としては，健康管理，老後生活の充実，福祉施設

に閲する施策が重要となるが，各事業乙との普及率を

みるとまだまだ不十分といえる o行政施策としては総

花的lζ実施されており，総合性，統合性l乙欠ける面が

多い。今後のレクリェーション行政としては，各省庁

にまたがる高齢者行政を統合して高齢者対策省・庁を

つくる必要がある。例えば，生涯教育省高齢者局や高



齢者対策センターなどを考える時代にきている。

& 将来の施策

将来における高齢者のレクリェーション施策を考え

る場合，将来を次の3つの時期に分ける乙とにする。

第 1 期は，昭和 50 年~ 75年(1975 ~ 2000年)にか

けての高齢化社会へ移行する時期である。乙の時期に

は，先述したように65歳以上の高齢者の総人口に占

める割合が7%から現在の西欧諸国なみの 14~ 15 % 

に達すると予想されている。第2期は，昭和75年~

95年(2000 年~ 2020年)にかけての西欧諸国か経験

したことのない高水準の高齢化社会であり，ピーク時

には20%程度に達すると予想される時期である o第3

期は，昭和95年(2020年)をピーク時としたその後の

高齢社会である。第 1期については，西欧諸国が経験

ずみであるので，わが国の場合は現在の制度を工夫し

ていけば対応できるだろう。しかし，西欧諸国と比べ

て高齢化社会に達する時期が非常に短かいためその対

策を急ぐ必要がある。問題は第2期と第3期の西欧諸

国が経験したことのない超高齢社会であり，現在急が

れている対策の内容がうまく対応できるのか，またよ

り抜本的なアイディアを盛り込んだ施策がとられるの

かという乙とにある。既述のように，図 1の生きがい

の構造図に沿って考えるならば①健康，②経済，③家

庭，④社会的参加の4つの側面が重要であり，乙れら

がパランスをとる乙とによってはじめて高齢者の生き

がいは充実すると考えられる。乙れら4つの側面が充

実する乙とによって，レクリェーション活動も活発に

なっていく。従って，施策としてはまず乙れらの側面

をどのように整備していくかという乙とが問題となる。

以下，それぞれについて将来の施策内容を検討してみ

fこL、。

(1)健康面

高齢者の健康問題については，医療保障の問題が一

番大きいわ現在，財政i乙占める医療費の増加は急カー

ブを描いて上昇しており，乙れは世界的問題となって

いる。乙の面では，予防，リハビリに力を入れてなる

べく病気に羅らないように，また病気になっても早く

回復できるよう努めることが重要である。そのため，

老後のレクリェーション活動を活発化させる乙とは，

逆に医療費軽減へとつながるので重要となる。乙の点，

超高齢社会になると 75歳以上の後期高齢者が増える

ので，今後，前期高齢者，後期高齢者というそれぞれ

の層に対応したきめ細かなレクリェーション・プログ
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ラムが必要となろう。乙れは，福祉面でも重要な寝た

きり老人防止対策の一環にもなるであろう。

(2)経済面

高齢者にとって，経済面で最も基本的役割を果たし

ている社会保障，そのなかでも年金制度の問題が重要

である。乙れを維持していくためには，①年金給付の

上がり方をおさえる，②保険料負担を高める，③年金

受給年齢の繰り下げ，などの施策を展開していく必要

がある o反面，国の施策ばかりをあてにはできないの

で私的年金を充実させ，老後の生活は自分で確立して

いく対策も必要である。次に就労問題を考えると，わ

が国の高齢者は年をとっても働きたいというニーズが

非常に高いので，生きがいとしての就労を促進させる

施策，例えば労働省の人材シルバーセンターなどをお

おいに伸ばしてし、く必要がある。また，高齢者のニー

ズに合致した就労内容を得るためにも老人大学を中心

とした新しい就労へつながる学習活動及び老後に備え

た準備プログラムの育成も重要な施策となる。

( 3)家族面

乙の点では，核家族化の傾向が伸びるため老人世帯

に対する積極的レクリェーション施策の展開が必要と

なる。問題は，家族が要介護老人をかかえた時どうす

るかである。基本的には，家族の介護ができれば老人

自身も幸せであるし，国も財政上助かる乙とになる。

しかし，乙れは家族の負担は大きいものがあるので，

ホームヘルパー制度なり家族への経済的援助，施設面

ではデイケアセンター，デイホームサービスセンター

などの整備が必要である。また，老人世帯の増加に伴

って，高齢者同志の横のつながりによる助け合いやレ

クリェーション活動の組織化が重要となる。アメリカ

では，乙のような組織が非常に発達していて，老人同

志の活動を通して連帯感が盛り上がっている。

(4)社会的参加

乙の点では，わが国の高齢者は非常に不活発なのが

現状である。老人クラフeへの参加がかなりみられるも

のの，日常的にはテレビ視聴を中心とした静的な生活

をしている。乙の面では，健康や生きがいにつながる

積極的なレクリェーション施策が求められる。現在実

施されている老人大学のようなものを中心に，老後生

活への対応と具体的実践活動を教えてくれる場の確立

はおおいに推進する必要がある。

以上，大雑把ではあるがいくつかの施策を提示した。

乙れらの施策が今後昭和田年(2020年)の社会に向っ

てどのように展開され，どれくらい充実されるのかと
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いう乙とは，乙の施策を支えるための現在中成長とい

われる経済が今後どのように推移するかということと

関連する。また，生きがいとは最終的には個人の問題

lζ帰するわけであり，個人がいかに老後を生きるかと

いう意識面も重要な側面といえよう。

1 おわりに

確実に近つ、いてくる高齢社会を前に，シニア・エイ

ジのレクリェーションについてどのような対策を立て

ればよいのかという問題意識のもとに稿を進めてきた。

現在の高齢者のレクリェーションは，全体として消極

的であり社会的参加も低調である。しかも現在の壮年

層は，老後の生きがいをレクリェーションiζ求める傾

向が強い。乙うした結果から，将来のレクリェーショ

ン施策の重要性が確認されたと思う。そして，老後の

レクリェーション生活が充実していくためには，先lζ

将来の施策として述べたように経済や健康の問題など

も同時に対処していかなくてはならなL、。

最後に，乙の他シンポジウムの討論のなかで確認さ

れた点を付け加えてまとめにかえたい。

(1) 高齢化社会が抱える諸問題は，単にシニア・エ

イジだけの問題ではなく全国民的課題であり，若い頃

からそのような社会に対応できるよう教育する乙と。

そのため，学校教育，社会教育の内容を再検討する乙

と。

(2) 個人か自由で合理的なライフサイクノレの設計を

する乙とが可能な自由社会のシステムを創出する乙と。

(3) シニア・エイジのレクリェーションのベースは

家庭にある o従って家庭の基盤の充実を図り社会保障

システムとしての家庭機能を強化する乙と。

(4) 教育，レクリェーション，生活充実のための効

率的な行政機構を確立すること。

(5) 高齢者の生活状況はさまさまである。従ってレ

クリ zーション施策も平均的，画一的なものではなく

十分に多様性をもたせる必要がある。

付記.本稿をまとめるにあたって，当日のシンポジウムの記

録をお願いした梅田靖次郎氏(西日本工業大学)には資料の提

出やテープお乙しなど多大な協力を頂いた。
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